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会社概要 

会 社 名 日本電計株式会社 

本社所在地 東京都千代田区外神田３－５－１２ 聖公会神田ビル 

代 表 者 代表取締役社長 柳 丹峰 

設   立 １９５０年９月４日 

公 開 市 場 ＪＡＳＤＡＱ 

発行済株式数 ７,８79千株       （２０１８年９月３０日現在） 

資 本 金 １,１５９百万円      （２０１８年９月３０日現在） 

従 業 員 数 1,012名（連結）、4９8名（単独）  （２０１８年９月３０日現在） 

事 業 所 
営業拠点として国内４４拠点・海外１2の国・地域４４拠点 
(現地法人含むグループ、201８年９月3０日現在) 

事 業 内 容 

電子計測器を中心に、科学・光学・精密機器、環境・試験機器、 
コンピュータおよび関連機器などを取扱う独立系の専門商社で、 
電子計測器に関しては日本で業界トップシェアを有する。 
約５,０００社のメーカーの数万種に及ぶアイテムを多様化する 
ユーザーニーズに対応して販売。 
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沿革 

日本電計(株) 
設立 

資本金：30万円 

1950 

国内 

その他地域 

1996 

マレーシア 
現地法人設立 

1997 

タイ 
現地法人設立 

中国・台湾・韓国 

シンガポール 
支店開設 

インド 
現地法人設立 

インドネシア 
現地法人設立 

アメリカ 
現地法人設立 

2008 2011 1990 2017 

電計科技研発 
(上海) 設立 

電計貿易(上海)設立 
（上海電恵測試儀器設備 

を子会社化） 
 

2006 

台湾 
現地法人設立 

2007 2012 

アイコー 
エンジニアリング 
を連結子会社とする 

2005 

エイリイ・ 
エンジニアリング 
を連結子会社とする 

2016 

JASDAQ 
上場 

2004 

韓国 
現地法人設立 

2003 2006 

香港現地 
法人設立 

ベトナム 
現地法人設立 

2006 

株式店頭登録 

1991 

フィリピン 
現地法人設立 

2013 

ユウアイ電子 
を連結子会社とする 

2007 

天津駐在所設立 
（中国市場進出開始） 

1996 
 

上海電恵測試儀器 
設備設立 

1997 2018 

ベトナムで 
ＪＱＡと合弁 
会社設立 

電計科技研発（上海） 
が中国新三板市場に上場 
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企業理念 

２.公正にして明朗な社会の実現に向けて、 
  尊敬されるベスト・コンプライアンス（法令遵守）カンパニーになる。 

３.地球環境の回復と維持保全を図る、 
  生きている地球のグリーンパートナーになる。 

４.最先端技術の発展と新製品の開発・生産に寄与できる、 
  ボランティア（自発的貢献）・グローバルカンパニーになる。 

５.活力と企業価値を高め、社員にとって働き甲斐のある、 
  健全経営のヘルシーカンパニーになる。 

１.顧客企業の喜びを通して、その一層の発展に貢献する、 
  信頼されるエクセレントパートナーになる。 
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社会貢献 

●2009年 中国四川省「希望プロジェクト 電計希望小学校」寄付 

●2011年 東日本大震災時の復興寄付 

●2017年 「中国青少年発展基金会」を通じて希望小学校へ追加寄付 
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経営ポリシー 

 企業理念・コーポレートガバナンスをグループ全体の企業文化として浸透させ定着させる 

 自ら価値を創造し続ける力を強化し、持続的な発展と企業価値の向上 

コンプライアンスの徹底と企業文化の進化  

経営スピードの向上 

実行力の強化 

グループ経営の強化 

 経営に資するPDCAの設定と迅速な意思決定 
 持続的成長を実現するために実行スピードの加速 

 権限・責任の明確化による実行力を追求する体制構築 
 各事業においてスピード感を持った意思決定・事業遂行 

 グループ経営健全化 
（ROE10%以上 自己資本率40％以上を目指す） 

 Denkeiグループ全体のシナジー効果の追求 

人材基盤の強化 
 Denkeiグループの将来を担う人材を戦略的・計画的に確

保・育成・活用するための人事施策に積極的に取組む 
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営業拠点網 

営業拠点として国内４４拠点 海外１２の国・地域４４拠点 
                  （現地法人含むグループ） 
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国内拠点 

営業拠点４４拠点 (国内子会社を含む）  

 他に 営業支援拠点３拠点 事業推進部２拠点 
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主な取扱い製品・サービス   

電子計測器 

環境・試験機器 

理化学分析装置 

画像測定・表面観察 

製造加工装置 

新エネルギー関連測定機 

電子部品 

ロボデックス技術関連 

先進運転支援開発 

３Ｄプリンタ 

情報機器・ソフトウェア 

校正・受託試験 

リース・レンタル 

輸入代行 
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2019年3月期 第2四半期 業績サマリー 

1 2019年3月期2Qは 前期比5.9％増収  8.1％営業増益 
 ●度重なる自然災害や米中貿易摩擦の高まり等の不安定要素はあるものの、 

  緩やかな拡大基調が続き、増収・増益を実現 

 

自動車業界、電子・電機業界で計測機器環境は好調を維持 

 ●ＥＶ、ＰＨＶの普及を背景にインバータ・モータ・電池等の需要が旺盛  

 ●自動運転の実用化に向けての開発が積極的に進められている 

 ●安全性試験、環境試験等の設備投資も旺盛 

 ●新型スマートフォン・タブレット端末や有機ＥＬテレビ等の販売で  

  関連する半導体・電子部品メーカーの業績が好調 

ドル高円安基調で為替差損益プラス 

 ●為替（US$/円）は３月末１０５円前後から９月末１１３円前後へ 

 ●為替差損益は連結で+１億7,323万円 
 

2 

3 



2019年3月期 第2四半期 損益計算書① 
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単位：百万円（百万円未満切捨て）、％

構成比 増減 伸率 構成比

42,258 100.0 44,764 2,506 5.9 100.0

売 上 原 価 37,494 88.7 39,553 2,059 5.5 88.4

売 上 総 利 益 4,764 11.3 5,210 446 9.4 11.6

1,252 3.0 1,354 102 8.1 3.0

1,330 3.1 1,575 245 18.4 3.5

214 26.3 2.3

前期比2018/3

2Q実績

2019/3

2Q実績

四 半 期 純 利 益

営 業 利 益

815 1.9 1,029

売 上 高

経 常 利 益

親会社株主に帰属する

連続増収・増益を実現（上半期として過去最高実績） 
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2019年3月期 第2四半期 損益計算書② 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

17/3期 

実績 
18/3期 

実績 
19/3期 

実績/見込 

38,113  42,258  44,764  

45,684  

52,732  55,236  

売上高推移 

下期 

上期 

100,000 
94,990 

83,798 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

17/3期 

実績 
18/3期 

実績 
19/3期 

実績/見込 

826  

1,330  1,575  

1,563  

1,641  
1,425  

経常利益推移 

下期 

上期 

単位：百万円 

見込 

2,389 

2,971 3,000 
単位：百万円 

見込 

2019年3月期通期では、売上高1,000億円、経常利益30億円を目指す 

売上高 経常利益 
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2019年3月期 第2四半期 売上構成（単体） 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

自動車関連 

産業機器 

半導体関連 

電子部品 

ディスプレイ 

通信機器 

その他 

71億円  
18.7% 

56億円 
14.4% 

39億円 
10.4% 

44億円 
9.4% 36億円 

9.2% 

29億円 7.6% 

35億円 7.6％ 

35億円 9.1% 

9億円 2.4% 

20億円 5.3% 

21億円 4.5% 

34億円 8.8% 
28億円 6.1% 

23億円 6.0% 

57億円 
12.3%  

166億円 
36.1% 

124億円 
32.2% 

461億円 387億円 

売上構成のトップ６は、当社が成長分野として注力する「ＩoT」「次世代通信５
Ｇ」「ADAS・自動運転」「新エネルギー自動車」に関連する分野で、着実に取
扱いを伸ばしている 

顧客分野別売上構成 

2018/3期 
第1・2Ｑ 

2018/3期 
第3・4Ｑ 

2019/3期 
第1・2Ｑ 

79億円 
20.4% 

110億円  
23.8% 

40億円 
10.7％ 

169億円 
44.8% 

377億円 



2019年3月期 第2四半期 増減分析（前年同期比） 
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991  986  

262 

72  

19  
35  ▲14 

▲87 

▲29 
106  

368  

600

800

1,000

1,200

1,400

2018/3

2Q

売上増加 粗利率増加 ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 販売手数料 人件費 一般管理費 子会社 2019/3

2Q

（百万円） 
連結 個別 

合計 
1,253 

合計 
1,355 

営業利益 

個別 

0 

連結 
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2019年3月期 第2四半期 貸借対照表 

２０１８年３月期 ２０１9年3月期 2Q 

（単位：百万円） 

 

● 流動資産 
   増収により売上債権が増加するも、電子記録債権約25億円の流動化を実施したことにより 

   流動資産の増加を抑制。結果、自己資本比率並びに営業キャッシュフローが改善。  

● 固定資産 
   建設中の新本社（2019年8月竣工予定）で建設仮勘定が増加。 

流動資産 

48,938 
流動資産 

40,827 

固定資産 
4,968 

固定資産 
5,629 

負 債 

36,627 
負 債 

28,535 

純資産 

17,922 
純資産 

17,280 

自己資本比率 

31.1％ 

自己資本比率 

37.4％ 
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2019年3月期 第2四半期 セグメント別 

単位：百万円（百万円未満切捨て）、％

増減 伸率 構成比

売 上 38,028 39,062 1,034 2.7 87.3

日 本 営 業 利 益 1,530 1,614 84 5.5 119.2

同　率 4.0 4.1 0.1 ― ―

売 上 4,896 5,950 1,054 21.5 13.3

中 国 営 業 利 益 207 271 64 30.9 20.0

同　率 4.2 4.6 0.3 ― ―

売 上 1,444 1,776 332 23.0 4.0

そ の 他 地 域 営 業 利 益 45 75 30 66.7 5.5

同　率 3.1 4.2 1.1 ― ―

売 上 △ 2,111 △ 2,024 87 ― ―

調 整 等 営 業 利 益 △ 530 △ 606 0 ― ―

同　率 ― ― ― ― ―

売 上 42,258 44,764 2,506 5.9 ―

合 計 営 業 利 益 1,252 1,354 102 8.1 ―

同　率 3.0 3.0 0.1 ― ―

2018/3

2Q実績

2019/3

2Q実績

前期比

 

● 自動車業界や電子・電機業界のニーズは旺盛。営業拠点網を活用してニーズを把握、 
  日本での売上・利益は前年同期比を上回る水準を維持 
● 中国は売上・利益ともに大幅に増加、引き続き業容拡大中 
● その他地域も順調に拡大中、タイとインドネシアで売上が前年同期比ほぼ倍増 
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2019年3月期（74期） 損益計算書予想 
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単位：百万円（百万円未満切捨て）、％

2018/3期 2019/3期
実績 構成比 予想 増減 伸率 構成比

94,990 100.0 100,000 5,010 5.3 100.0

2,940 3.1 3,000 60 2.0 3.0

2,971 3.1 3,000 29 1.0 3.0

受注残高　2017年9月末：19,366、2018年3月末：12,894、2018年9月末：21,723

売 上 高

経 常 利 益

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益

営 業 利 益

1,911 2.0 2,000 89 4.7 2.0

前期比

 

マーケット環境は概ね良好 
 米中貿易戦争による混乱などの不安要因はあるものの、本邦を含めた世界経 
 済は概ね緩やかな成長を継続中 

受注残高も良好な水準 
 2018年9月末時点で、月商の３ヵ月分に相当する217億円（前年同期比+23 
 億円）の受注残高を確保 

連結売上高1,000億円達成を目指す 
 初の連結売上高1,000億円達成をめざし、個別売上高880億円、連結子会社 
 売上高120億円にチャレンジ 

2 

3 
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中期経営計画の進捗状況 

73期 
（2018/3期） 

74期 
（2019/3期） 

75期 
（2020/3期） 

売上高 目標 870 940 1,000 

実績/見込 950 1,000 ― 

海外売上高 目標 200 225 250 

実績/見込 202 235 ― 

経常利益 目標 23 30 34 

実績/見込 30 30 ― 

自己資本比率 目標 35.7% 39.2% 42.9% 

実績/見込 31.1% 38.5% ― 

自己資本利益率 
（ＲＯＥ） 

目標 10.0以上 10.0以上 10.0以上 

実績/見込 12.1 11.3 ― 

 

● 中期計画で掲げた各目標は概ねラップ計画通りに進行、売上高は１年前倒しで達成見込み 

● 当社が重点マーケットとして取り組む「ＩｏＴ市場」「次世代通信５Ｇ市場」「ADAS・自動 

  運転市場」 「新エネルギー自動車市場」は急ピッチで拡大 

● 当社では時代の変化に備え、お客さまの要請に応えるべく、現行の中期経営計画を見直す 

  ことを検討 
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Denkeiが取組む４つの市場    中期経営計画資料① 

電子計測機器の専門商社として日本で売上トップを誇る当社は、 
仕入先との情報連携やグローバルな営業力とソリューション力で今後成長が著しい電子機器産業を 
中心とした４つの市場で更なる取組を強化いたします 

 ＩｏＴ市場     新エネルギー自動車市場 

ADAS・自動運転市場  次世代通信５Ｇ市場 

Target 
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成長に向けた事業戦略       中期経営計画資料② 
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定量目標と経営指数 連結売上高   中期経営計画資料③ 

0

200

400

600

800

1000

2013.3
2014.3

2015.3
2016.3

2017.3
2018.3

2019.3
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目標 
目標 

単位:億円 

実績 目標 

68期 69期 
70期 71期 72期 

73期 74期 75期 

2020年3月期  連結売上高1000億円を目指す  連結売上高  

実績 950 

870 

見込 1,000 

目標 
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定量目標と経営指数         中期経営計画資料④ 

68期 69期 

70期 

71期 

72期 

経常利益・純利益  2020年3月期  経常利益34億円を目指す  

経常利益 純利益 

単位:億円 73期 74期 75期 

経常利益(目標) 純利益(目標) 

実績 
30 

見込 
30 

見込 
20 

目標 

目標 目標 
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定量目標と経営指標         中期経営計画資料⑤ 

総資産 純資産 
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455 457 459 470 480 490 

91 
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20
単位:％ 

総資産・純資産・自己資本比率 自己資本利益率（ROE） 

実績 
31.1 

実績 
12.1 

見込 
38.5 見込 

11.3 
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海外ビジネス実績・目標       中期経営計画資料⑥ 
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160 
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2020年3月期  海外ビジネス250億円を目指す  海外取引  

単位:億円 

海外ビジネスは、全海外現地法人の売上高と国内営業所の海外向け
売上高を合算した数値となります。 

実績 
202 

見込 
235 

目標 
目標 

目標 
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重点分野市場への深耕 

日本電計グループの国内外ネットワークを活かし、ソリューション事業推進部とオートモー
ティブ市場推進部を軸に、重点分野市場への深耕を強力に推進します。市場ニーズに対応し
たシステム提案、競争力のある製品群を投入し、成長への投資を行っています。 

ＦＡ機器/ロボット 

ＡＩ 

環境試験機 

電子計測機器 

製造・加工・検査装置 

電子部品・加工部品 

理化学機器 

Ｉ
ｏ
Ｔ
市
場 

5

Ｇ
市
場 

Ａ
Ｄ
Ａ
Ｓ
・
自
動
運
転
市
場 

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
動
車
市
場 

ソリューション事業推進部 
 

科学・光学・精密機械 
IoTやロボット等のFＡ関連機器 

 

 
オートモーティブ市場推進部 

 

自動車/サプライヤーの新規開拓 
海外製試験機の市場投入 
 
 

5000社を超える仕入先 《重点分野市場》 

売上比率を20%アップ 

新規顧客300社開拓 

 
44拠点 

国内営業拠点 

 

 
海外営業拠点 

12の国･地域 
44拠点 

国内子会社 
４社 
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成長産業への営業強化 

成長産業への多様なニーズに対応するため、新たな商材の取扱いを増やしています。 

省力化機器 
 

＜主な商材＞ 

ＡＩ 
 

＜主な商材＞ 

二次電池 
試験システム 

 

＜主な商材＞ 

 

自動車 
試験システム 

 

＜主な商材＞ 

理化学機器 
 

＜主な商材＞ 

 ・自動組み立て機 
・ロボットシステム 
・搬送装置 
・電気炉 
・実装機 
 

・ディープラーニング 
（Vidi：コグネックス)  
・ＧＰＵコンピュータ 
（NVIDIA） 
 

・充放電試験装置 
・安全試験機 
・電気化学試験装置 
 (ソーラトロン) 

・カメラモニタシステム 
・ドライビング 
 シュミレータ 
・レーダアライメント 
 システム 
・各種テストベンチ 
・塩水噴霧試験装置 
  (Ascott） 
・マルチガス計測 
 システム 
 （日本特殊陶業） 

 

・Ｘ線検査装置 
  (ＹＸＬＯＮ/ 
  アイビット） 
・クリーンブース 
  （興研） 
・特定有害物質 
 測定装置 (日立） 
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新規顧客の開拓振興 

大規模展示会の開催等により、5,000件以上の顧客情報
の獲得を目指します。 

 74期（2019/3月期）の大規模展示会出展計画  

展示会名 出展目的 開催日/場所 

人とくるまのテクノロジー展（横浜）  
自動車関連商品販促 
（自動運転向け計測、通信技術分野） 

2018/５/23～25（済） 
パシフィコ横浜 

実装プロセステクノロジー展 
光学系分野販促 
（観測装置） 

2018/6/6～8（済） 
東京ビッグサイト 

人とくるまのテクノロジー展（名古屋） 
自動車関連商品販促 
（自動運転向け計測、通信技術分野） 

2018/7/11～13（済） 
ポートメッセ名古屋 

自動運転EXPO名古屋 
自動車関連商品販促 
（自動運転向け計測、通信技術分野） 

2018/9/5～7（済） 
ポートメッセ名古屋 

関西二次電池展 関西地区電池関連ユーザー開拓・販促 
2018/9/26～28（済） 

インデックス大阪 

コネクテッド・カーEXPO ＡＤＡＳ関連ユーザー開拓 
2019/1/16～18 
東京ビッグサイト 

ロボテックス展 
ロボット販売事業促進 
（顧客ニーズ発掘） 

2019/1/16～18 
東京ビッグサイト 

国際二次電池展 
部品・材料メーカー開拓 
（バッテリシミュレタ、充放電試験装置） 

2019/2/27～3/1 
東京ビッグサイト 

営業所・現地法人で開催した企業内展示会や現法主催展示会・セミナー数  
■国内 展示会：50回開催 セミナー：235回開催 
■海外 展示会：18回開催 セミナー： 22回開催 
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海外標準･基準対応製品の販売体制の強化 

次世代自動車の開発が進む中、自動車の構造及び安全･環境に関して、統一基準や相互認
証に対応した試験装置の販売体制を強化いたします。 

工業用Ｘ線透視装置 複合サイクル腐食試験機 

X線透視装置は、自動車産業の構造要件や安全基準に沿った部品の
検査にて使用されております。また、車載分野を中心に半導体、
電子部品市場からは高出力かつ高分解能のX線検査装置が求められ
るようになっています。 

自動車市場で、ヘッドライト・グリル等の外装部品やインバー
タ・モーター・エンジンコントロールユニット等の内装部品、そ
の他さまざまな分野で、屋外で使用する金属材料・塗装品・メッ
キ品等の耐食性評価のニーズが高まっています。 
 

 

次世代自動車開発用車輛テスト･試験装置 材料・構造物の耐久試験や安全試験 

自動車メーカーや自動車部品サプライヤー、電機メーカーでは、
自動運転の実用化に向けて、先進運転支援システム開発・検証を
サポートする自動運転プラットフォームやプラットフォーム上で
製品検証を可能とする各種試験ロボットとその周辺機器のニーズ
が高まっています。 

次世代自動車では車両をはじめとする電動機や制御装置、これら
を構成する様々な部品において、材料や構造物の耐久や疲労試験、
衝突試験等の安全規格に係る製品の品質向上や新材料の妥当性を
検証する必要があります。 

英国Ａｓｃｏｔｔ社の塩水噴霧
機販売開始し、子会社エイリ
イ・エンジニアリングにて保守
サポートを実施いたします。 

国内・海外メーカ製品をアプリ
ケーション別に各業界のニーズ
や検査項目に合致したソリュー
ションをご提案いたします。 

材料試験機 
披露試験機 
ねじり試験 
衝突シミュレーション 
構造物耐久性試験 
衝撃試験 
各種試験機をご提供いたします。 

速度･加速度･距離･角速度試験
GNSS計測システム 
ADAS試験 
AEB試験 
Euro NCAP 
各種試験機をご提供いたします。 



試験･評価･検査･認証サービス事業の拡充 

UN-R46 評価･試験室を開設 
 

D-LABでは15の規格試験支援に対応 
 

･2016年6月、道路運送車両の保安安全基準の一部改正  
 によりミラーレス自動車の設計･製造が可能となった 
 

･2018年5月、横浜市綱島に試験室「D-LAB」を開設 
 

日本電計は2018年1月、ドイツに本社をおくテュフ ラインランド
社の日本法人、テュフ ラインランド ジャパンと車載用カメラモ
ニターシステムの試験・認証・製造開発等を目的とした支援につ
いて業務提携することで合意いたしました。 
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テュフ ラインランド ジャパン株式会社         
 https://www.tuv.com/japan/jp/ 

・テュフ ラインランド ジャパン 
・コニカミノルタジャパン株式会社 
・富士フイルムイメージングシステムズ株式会社 
・リーダー電子株式会社 

【協力企業様】 

ベトナムでＪＱＡと合弁会社を設立しました 

 

 
 
 
 

・日本を代表する認証機関の一つであるJQA※と協業 
 

・日系企業をはじめとするベトナム産業界の多様な計測 
 ニーズに対応 
 
 

 
 
 

＜合弁会社の概要＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本電計並びに日本電計ベトナムは、JQA（一般財団法人日本品
質保証機構）と共同で出資し、ベトナムにおいて計測機器の校正
をはじめとする計測に関連するサービスを総合的に提供する合弁
会社を設立することに合意いたしました。 

※JQA（一般財団法人日本品質保証機構） 
 1957年設立、日本を代表する認証機関。計測器校正サービスは 
 1963年に開始しており、半世紀以上の卓越した実績を持つ。 

+ 
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海外事業拡大 

米国現地法人（シカゴ）の営業を開始しま
した 

2018年6月１日、米国シカゴにて、現地法人（Denkei 
Corporation Americas） の営業を開始しました。 
 
シカゴは北米における自動 
車産業の中心地であり、当 
地に設立した現地法人は当 
社グループの戦略的拠点と 
位置付けております。 
 
米国への進出により、従来 
アジア中心であった当社グループの海外ネットワークは、
よりワールドワイドに広がっていくことになります。 
 
日本電計は、計測機器分野最大のネットワーク（12の
国・地域で、海外44拠点）を活かし、これからもお客さ
まの様々なニーズに応えて参ります。 

電計科技研発（上海）が中国の新三板市場
に上場しました  

2018年7月31日、電計科技研発（上海）股份有限公司
は、中国北京にて上場セレモニーを行いました。 
 
電計科技研発（上海）は日系企業の中国市場における受
託試験のパイオニアとして、2006年に設立しました。
目下中国の第三試験機関は30,000社を超え、2022年に
は2,000億人民元の市場規模となることが予想され、高
い潜在力のある市場と言えます。 
 
電計科技研発（上海）は設立 
以来順調に拡大を続け、この 
度、現地のキャピタルマーケ 
ットのプラットフォームに立 
つことが出来ました。 
 
今後も継続して他に類を見な 
い先駆者となり、グループ全 
体で分析市場、特に材料分析 
市場において大きな発展をし 
ていく所存です。 

上場セレモニーで鐘を鳴らす 
日本電計 柳社長（右）と 
電計科技研発 陳総経理（左） 
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トピックス 

○場所 ：東京都台東区上野５丁目14番12号 
 

○敷地面積：415.14㎡ 
 

○建築面積：4,003.24㎡  
 

○鉄骨造 ：地下１階；地上１０階建 
 

○施工  ：高松建設株式会社 
 

○竣工  ：2019年８月 

[新本社ビル建築概要] 
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配当政策 

[基本方針] 
• 業績、財務状況等を総合的に勘案 

• 継続かつ安定的に配当を実施する方針 

• 連結配当性向は２０％程度を目標 

• 業績が好調に推移すれば、積極的に株主への還元を図る方針 

[過去の配当の状況] 

64期 65期 66期 67期 68期 69期 70期 71期 72期 73期 
74期 
見込 

中 間 13 5 7 7 12 12 13 13 13 13 18 

期 末 10 5 15 20 23 23 25 25 27 29 29 

年 間 23 10 22 27 35 35 38 38 40 42 47 

配当性向 ─ ─ 21.7 15.2 19.2 22.2 15.3 18.4 19.5 17.2 18.4 

備 考 リーマンショック 

単位：円（１株当たり）、％ 
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本資料にて開示されているデータや将来予測は、本資料の発表日現在の判断や入
手している情報に基づくもので、種々の要因により変化することがあり、これら
の目標や予想の達成、及び将来の業績を保証するものではありません。また、こ
れらの情報が、今後予告なしに変更されることがありますので、予めご了承くだ
さい。 

日本電計株式会社 
IR推進 

Email：honsha@n-denkei.co.jp 


